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序     文 

 

日本国政府は、スーダン国政府の要請に基づき、「水供給人材育成計画プロジェクト」を実施

することを決定し、2008 年 6 月から 2011 年 3 月まで同プロジェクトを実施中です。 

当機構は、プロジェクト開始から約 1 年半が経過した 2009 年 10 月に中間レビュー調査団を現

地に派遣し、スーダン側のカウンターパートと合同でこれまでの活動実績ならびにその結果につ

いて中間レビューを行いました。 

このレビュー結果はミニッツに取りまとめられ、日本国・スーダン国双方合意のもとに、署名

交換が行われました。本報告書は、今回のレビュー調査および協議結果をとりまとめたものであ

り、今後、本案件を効果的、効率的に実施して行くための参考として、広く活用されることを願

うものです。 

終わりに、調査にご協力、ご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、

引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 
2010 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部 

部長 中川 聞夫 
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略 語 表 

 

略 語 正式名称 日本語表記 

GIS Geographic Information System(s) 地理情報システム 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

KSWC Khartoum State Water Corporation ハルツーム州水公社 

MIC Ministry of International Cooperation 国際援助省 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PO Plan of Operation 実施計画 

PWC Public Water Corporation 国営水公社 
PWCT Public Water Corporation Training Center 国営水公社研修センター 

SWC State Water Corporation 州水公社 

TICAD Tokyo International Conference on African 
Development 

アフリカ開発会議 
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中間レビュー調査結果要約表 

1. 案件の概要 

分野：水資源管理 援助形態：技術協力 

所轄部署： 
地球環境部水資源第二課 

協力金額（評価時点）：3.3 億円 

協力期間:2008年6月～2011年3月 
先方関係機関：国営水公社研修センター（PWCT） 
日本側協力機関：特になし 
他の関連協力：特になし 

1-1 協力の背景と概要 

現在、スーダンにおける安全な水へのアクセス率の平均は 59%で、このうち都市部は 70%、

農村部は 52%であるが、スーダン国家 25 カ年給水計画（2003 年～2027 年）によれば 2027 年ま

でに 100％に引き上げる方針である。一方、現在の一人一日当たり給水量は、都市部で 30～50
リットル/日・人、農村部では 6～18 リットル/日・人であるが、これも国家 25 カ年給水計画で

は都市部は 150 リットル/日・人、農村部 50 リットル/日・人に上げることを目指している。 
スーダンでは国営水公社（Public Water Corporation：PWC）が給水事業全般の権限を有してい

たが、地方分権化政策により、給水施設の維持管理については州水公社（State Water Corporation：
SWC）に権限委譲された。これに伴い、PWC の役割は給水政策の策定、大規模給水施設建設、

SWC のモニタリング、人材育成に限定されることとなった。 
一方、SWC は都市と村落両方の給水施設維持管理の他に小規模給水施設の建設に責任を持つ。

各 SWC の給水人口規模は、首都であるハルツーム州 SWC の 450 万人やゲジラ州 SWC の 305
万人から、紅海州・青ナイル州 SWC の 30 万人程度まで様々であり、また、水源や給水施設の

形態も州ごとに異なる。技術者数は、エンジニアクラスは多くても各州 80 人程度（測量、化学

等も含む）と少ないことから、各エンジニアが専門分野以外の対応を余儀なくされている。更

に、SWC が実施する給水事業は昨今の状況変化により様々な課題を抱えている。例えば、今後、

一人あたり給水量の増加に伴い浄水場の新規建設が計画されていることを勘案すると、技術者

の増員及び能力強化が必要となるが、現在のスーダンではハルツーム州 SWC が小規模な内部向

け研修を行っているのみであり、全 SWC を対象とする研修やそれらを行う施設は存在しない。 
この様な状況の下、スーダン政府は、人材育成を主な業務の一つとする PWC に全 SWC に対

する研修機能を付加することを決定し、研修センターを含む PWC 新庁舎をハルツームの南 6km
の地に建設した。今後 PWC は研修センターに基本的な機材及び人材を配置する計画であるが、

研修内容の計画・実施能力が不十分であることから、2006 年に我が国に対し技術協力を要請し

た。これを受けて事前調査団が 2007 年 10 月に派遣され、2008 年 4 月 9 日の R/D 署名を経てプ

ロジェクトが開始された。 
 
1-2 協力内容 

(1) 上位目標 
スーダン国内の水供給が安定する。 
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(2) プロジェクト目標 
国営水公社研修センター（Public Water Corporation Training Center：PWCT）が研修実施体制を

確立する。  
 

(3) 成果 
成果 1：PWCT が研修計画・実施能力を獲得する。 
成果 2：PWCT が研修運営に必要な事務管理能力を獲得する。 
成果 3：研修コースの試行的実施により改善点・教訓が抽出される。 

 
(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
専門家派遣 7 名（70.83 人/月）   機材供与  約 6700 万円 
研修員受入 2 名（0.92 人/月）   ローカルコスト負担  3000 万円 
 合計 約 9700 万円 

スーダン国側： 
カウンターパート配置  18 名（2009 年 9 月時点）  
               ローカルコスト負担 396,555SDG 
執務スペース提供 

2. 評価調査団の概要 

調査者 涌井 純二 団長   JICA 地球環境部水資源第二課 課長 
佐藤 隼人 協力企画 JICA 地球環境部水資源第二課 
市川 智子 評価分析 株式会社 VSOC コンサルタントグループ 

調査期間 2009 年 10 月 17 日～2009 年 11 月 5 日 評価種類：中間レビュー 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1) プロジェクト目標の達成度について 
活動の進捗は概ね良好で各成果の達成度は高い。カウンターパートの研修計画及び運営能力

は向上しつつあり、日本人専門家による今後の継続的な支援により、３つの指標は達成可能で

あると判断される。 
 
指標１：これまでに実施した 7 回の研修コースに対する受講生による評価結果は、コース全

体に対しては平均 90 点、講師に対しては平均 91 点となり、指標１（90 点以上）を

達成している。 
指標２：コース運営に関する評価は、宿舎に対しては平均 86 点、食事に対しては平均 76 点

（指標２：90 点以上）。なお、コース運営に係るスーダン側カウンターパートの関与

度は平均 59％。 
指標３：受講生の全員（135 名）が修了証書を受領している。今後、プロジェクトはより明確

な修了基準を設ける予定である。 
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(2) 成果 1 の達成度 
マニュアルや年間計画が PWCT 職員によって今後も継続的に更新・管理されれば、成果 1 は

達成される見込みが高い。 
 
指標 1-1： プロジェクトでは、研修に係る評価方法や研修計画、実施運営に対するマニュアル

を策定中である。 
指標 1-2： PWCT 職員は、年間計画やマニュアルの策定方法や更新方法を習得し、基幹コース

及びアドホックコースの一部のシラバス（カリキュラム）を第 2 版まで策定済み。 
指標 1-3： OJT サイトとしてワークショップ（作業施設）が建設中である。 
指標 1-4： 講師に対する評価について、マニュアル及び評価シート（第 1 版）が策定されてい

る。 
 
(3) 成果 2 の達成度 
研修センターの運営の基盤作りとして、規定類、職員の業務分掌、予算案、文書保管に係る

活動が概ね予定通り進められている。図書保管室が確定後、図書・文書管理能力の向上や管理

体制の構築がなされることで成果 2 は達成見込み。 
 
指標 2-1： プロジェクト活動 2-1 を通して、研修実施に係る規定や職員の業務分掌が策定済み。

その他の規定類は現在草案中。 
指標 2-2： 基幹コースに必要な物品及び図書は暫定的に収納されており、保管室の整備が予定

されている。 
指標 2-3： 2008 年から 2010 年までの予算案が策定済み。 
指標 2-4： 経理に係る手続きは PWCT ではなく PWC の制度に準じているため、現状の成果に

適さない。よって、中間レビューにおいて指標の変更を提案した。 
 
(4) 成果 3 の達成度 
７つの基幹コースとアドホックコースが実施されており、「研修コース報告書」において問題

点を報告していることから指標 3-1 と指標 3-2 について概ね達成されている。 
抽出された問題点を研修実施にフィードバックする能力の向上が期待されるため、成果 3 の

内容の変更を提案した。 
 
指標 3-1： ７つの基幹コースとアドホックコースを実施済み。 
指標 3-2： 研修コース報告書において、抽出した問題点を記載済み。 

 
3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 
プロジェクトの内容は、現在策定中であるスーダンの給水政策や戦略計画、我が国の ODA 政
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策に一致している（優先度）とともに、スーダンの給水ニーズや PWC 人材育成の取り組みに一

致している（必要性）。特に、アドホックコースに追加された「井戸管理コース」や「組織管理

コース」は、ターゲットグループのニーズに一致しており、コース選定が適切である。また、

作業施設（ワークショップ）が現在建設中で、今後、実習において活用されることが期待され

る（手段としての適切性）。 
 

(2) 有効性（予測） 
プロジェクトの有効性は高いと判断される。 
プロジェクト活動は順調に展開されており、進捗に大きな問題はない。 
成果 3 についてはより現状に即した内容に変更した（「問題解決の能力とフィードバック能力

が向上すること。」）。なお、外部条件については、変化はなく満たされる可能性が高い。 
 
(3) 効率性 
プロジェクトの効率性は高いと判断される。 
これまでのところ、３つの成果達成への阻害要因は見当たらない。研修事業の拠点となる

PWCT における資機材の選定は、量、質、仕様の面で、プロジェクト活動を進める上で適切で

ある。一部の資機材の調達は遅れたものの、水質分析コースの時期を変更するなどの対処によ

り、問題は適切に解決された。今後はワークショップ（作業施設）が建設されることで、実践

的な研修が実施されることが期待される。 
 
(4) インパクト（予測） 
上位目標については、各州からの基本情報の収集が困難であったため、達成見込みを判断す

ることは困難であった。このため、効果を具体的に把握できるように、上位目標を「安定した

水供給のための組織的能力向上が促進される。」と変更することを提案した。 
今までのところ、ジェンダーや環境に対するマイナスの影響は見当たらない。 
 

(5) 持続性（見込み） 
スーダンでは現在、国家給水政策及び戦略を策定中である。また、2010 年度の PWC の予算計

画は財務省へ申請中で、今後も PWC の協力を得られる見込みが高い。 
研修センター運営、および研修実施に係るスーダン側のオーナーシップがプロジェクト終了

までに確保されれば、持続性の確保は可能と見込まれる。 
 
3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
・PWCT の近隣にワークショップ（作業施設）が建設されることにより、実践的な研修が実施

されることが期待される。 
 
(2) 実施プロセスに関すること 
・研修実施、運営管理および評価に係るプロジェクト活動において、カウンターパートの関与
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の度合いが高いこと。 
・日本人専門家により策定支援が行われてきた予算案を基に、PWC が予算確保に向けた働き

かけを行っていること。 
・組織管理コースにおいて、各州水公社の幹部職員と PWC 職員とのコミュニケーションが円

滑に図られること。 
 
3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

・一部の資機材調達が遅れたものの、問題は解決されており、今後の活動進捗に影響を及ぼす

ような要因は見当たらない。 
 
3-5 結論 

本プロジェクトは内戦鎮静化後の援助再開一号案件であったため、プロジェクト開始当初は、

スーダン側実施機関と日本人専門家チームのお互いの情報が限られ、プロジェクト実施の方法

や内容についての議論が必要であった。しかしながら、双方の努力によりこれら初期の課題は

概ね解決済みで、活動の進捗状況は順調であることが確認された。 
これまでプロジェクトでは、7 つの研修コースの内 6 つを立ち上げており、受講生からの評価

も上々である。現状のまま進めていけば、プロジェクト目標の達成は十分可能であると考えら

れる。プロジェクトはスーダンのニーズを反映しており、スーダン及び我が国の政策とも合致

している。持続性については、PWC の予算確保と各 SWC による研修生派遣が継続し、併せて、

研修センター運営及びコース実施に係るスーダン側のオーナーシップが高まれば、確保される

と考えられる。 
 
3-6 提言 

(1) 日本人専門家の不在期間においても、スーダン側カウンターパートが一層自立的に活動を

進めることが期待される。 
(2) スーダン側コースコーディネーターの関与を現状以上に高めていくと同時に、意識の高い

若手カウンターパートを育成することが重要である。 
(3) プロジェクトで作成されている各種文書や、教科書、教材の質を向上させ、指導をより効

果的なものとする必要がある。 
(4) 各州の研修ニーズをよりきめ細やかに把握すると同時に、それらの情報を研修内容にフィ

ードバックする必要がある。 
 
3-7 教訓 

(1) ポストコンフリクト国におけるプロジェクトの再開 
プロジェクトの事前調査時は、援助再開直後であったこと、及び、地方部では依然安全管理

上の問題が残っていたこと等により、情報収集が困難であった。特に地方部における現地調査

が行えなかったことで、研修ニーズの把握が十分に行えなかった。プロジェクトの開始以降も

スーダン側による日本の技術協力スキームへの理解が不足していたため、専門家の役割等につ

いて共通認識を得るための時間を要した。また、研修科目の決定がプロジェクト開始以後にな
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らざるを得なかったため、必要な機材の選定・調達にも時間を要した。 
スーダンのようなポストコンフリクト国においてプロジェクトを実施する際は、これら情報

収集の困難さや相手側の理解不足を考慮し、事前準備に十分な時間をかけることが望ましい。  
 

(2) スーダン国の特殊性の考慮 
スーダンは米国による経済制裁を受けているため、軍事技術に転用可能な民生品の米国から

スーダンへの輸出は制限されている。スーダンで同様のプロジェクトを実施する際は、このよ

うな特殊性を十分配慮して計画を策定する必要がある。例えば、本プロジェクトにおいては GIS
用のソフト等がこれに当たるが、事前調査段階においてこの点が十分考慮されていたとは言い

難く、同ソフトの入手には困難が伴った。 
同様の制裁下にあるキューバ、イラン等で事業を実施する場合にはこれら諸国の特殊性を十

分考慮して計画を策定することが望まれる。 
 

以 上 
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第１章 中間レビュー調査の概要 

１－１ 中間レビュー調査団派遣の目的 

本調査は、当該プロジェクトの協力期間（3 年間）の中間地点を迎え、プロジェクトが順調に

効果発現に向けて実施されているかどうかを検証し、プロジェクト内容の改善に資することを目

的とする。主要な作業内容は以下のとおり。 

  (1) 活動計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、

問題点を整理する。 
  (2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、プロジェク

トをレビューし、その結果をプロジェクト・チーム及びスーダン側に報告するととも

に、改善が必要と思われる点があれば提言を行う。 
  (3) 今後の活動の方向性について、関係者間において合意形成を図る。 
 

１－２ 中間レビュー調査団の構成 

 担当 氏名 所属 
1 団長 涌井 純二 JICA 地球環境部水資源第二課 課長 
2 評価企画 佐藤 隼人 JICA 地球環境部水資源第二課 
3 評価分析 市川 智子 株式会社 VSOC コンサルタントグループ 

 

１－３ 調査日程 

10 月 18 日（日） 市川団員のスーダン入り 
10 月 19 日（月）～27 日（火） 市川団員による調査 
10 月 27 日（火） 涌井団長、佐藤団員のスーダン入り 
10 月 28 日（水） JICA スーダン事務所、PWC（国立水公社）表敬 

日本人専門家との協議、施設視察 
10 月 29 日（木） MIC（国際協力省）との協議 

在スーダン大使館表敬 
10 月 30 日（金）～31 日（土） ジュバ視察（涌井、佐藤）、資料整理（市川） 
11 月 1 日（日） PWCT（国立水公社研修センター）との協議 
11 月 2 日（月） JCC 開催 
11 月 4 日（水） ミニッツ署名 
11 月 5 日（木） 在スーダン大使館、JICA スーダン事務所報告 

調査団スーダン発 
 

１－４ 評価の方法 

合同評価調査団は、2009 年 8 月に改訂されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM4）
に基づいて、本プロジェクトの評価を行った。そのために、事前調査報告書、インセプション・

レポート、プロジェクト・ドキュメント、進捗報告書、インテリム・レポート、その他関連資料

によって、評価デザインの分析を行い、評価グリッドを開発した。評価グリッドの作成にあたっ
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ては、プロジェクト関係者に配布した質問票の回答や関連データなども参考にした。  

現地調査では、質問票を分析するとともに、評価グリッドの不明個所を埋めるため、カウンタ

ーパート、日本人専門家等の現地関係者にインタビューを行った。今回のレビューはスーダン側

と日本側の合同で行われ、調査団は両国より選出された。さらに 5 項目評価に必要なデータを収

集した。この調査をもとに合同評価報告書ドラフトが作成された。調査団員が検討して改訂され

た最終報告書は、プロジェクトの合同調整委員会により承認された。プロジェクトの中間レビュ

ーでは、活動の進捗状況、成果の達成度合い、プロジェクト目標達成の度合いと見込みについて

確認した。プロジェクト評価の 5 つの視点は、妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性で

ある。 

  (1) 妥当性：プロジェクト目標や上位目標について、スーダン政府の開発政策やプロジェク

ト受益者のニーズの観点で妥当かどうか考察する。 
  (2) 有効性：プロジェクトが実際にターゲットグループに便益を与えたか、プロジェクトが

有効であるか確認する。プロジェクト目標が期待通りに達成されているか、それがプ

ロジェクトによる結果なのかも精査する。 
  (3) 効率性：プロジェクトが資源の活用を効率的に行っているか確認する。投入と成果の関

係についても見直す。投入コストが成果とプロジェクト目標の達成度合いに適切であ

るか考察する。 
  (4) インパクト：上位目標の達成見込み、及び、プロジェクトによって延長された長期の直

接的効果や、間接的効果を確認する。その分析はプロジェクトが計画されたときに、

期待されていなかった正・負のインパクトを含む。 
  (5) 持続性：組織的、資金的、技術的、環境的側面に焦点をあて、プロジェクトの達成がど

の程度持続的に実現されるか確認する。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 

本中間レビューでは、PDM (3)と PO (1)に基づいた検証の結果を述べる。 

２－１ 投入の実績 

日本側、スーダン国側の投入は、質、量、タイミングに関して、概ね計画通り実施されている。

詳細は添付資料：合同評価報告書を参照のこと。 

 ２－１－１ 日本側の投入 

専門家派遣、研修員受け入れ、機材供与、ローカルコスト負担等、すべての項目に関して、

計画通り投入が実施されたといえる。 

  (1) 日本人専門家派遣 
中間レビュー時点で、のべ 7 名の専門家が以下の分野で技術協力を行った。詳細は添付

資料：合同評価報告書を参照のこと。 

表 ２－１ 日本人専門家の派遣実績 

 指導分野 業務期間 
1 総括/研修事業監理/給水計画 14.67 月/人 

2 給水施設（機械/電気） 3.60 月/人 

3 データ管理/GIS 5.50 月/人 

4 浄水場運営維持管理/管網管理 3.93 月/人 

5 井戸管理 2.00 月/人 

6 教育手法 4.80 月/人 
7 水質検査/データベース 1.00 月/人 

注：業務期間は 2009 年 9 月までを計上している。 
 

  (2) カウンターパート研修 
下記の表の 2 名のカウンターパートが、2009 年 5 月 10 日から 5 月 24 日（0.46M/M）ま

での期間、給水管理に係る本邦研修に参加した。 

表 ２－２ 本邦研修派遣実績 

 カウンターパート 研修期間 

1 Ms.Eatidal Elrayah Malik 0.46 月/人 
2 Mr.Hashim Abdul Raheem 0.46 月/人 

 合計 0.92 月/人 
 

  (3) 供与機材 
2009 年 9 月までに本邦調達や専門家携行を含め、769,721 米ドル（約 69,259,468 円）の機

材が供与された。（1USD=JPY89.98 円。1USD=2.26 スーダンポンド（SDG）。2009 年 10 月
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時点の JICA スーダン事務所レートによる。） 

  (4) 現地業務費 
2009 年 9 月までの現地業務費の総額は、76,267 米ドル（約 6,862,508 円）で、概ね計画通

り活用されている。（1USD=JPY89.98 円。1USD=2.26SDG。2009 年 10 月時点の JICA スーダ

ン事務所レートによる。） 

表 ２－３ 現地業務費の実績 

年度 2008 年 2009 年 合計 

経費総額(千円) 2,986,237 円 3,876,271 円 6,862,508 円 
注：2009 年 9 月時点。 
 

 ２－１－２ スーダン国側の投入 

  (1) カウンターパートの配置 
現在までに 18 名のカウンターパートが配置されている。そのうちの 2 名はプロジェクト

活動の試験的研修コース担当と国営水公社研修センター（Public Water Corporation Training 
Center：PWCT）業務を兼務している。最近では 2008 年 12 月にカウンターパートが交代し

た。カウンターパートリストの配置状況について、詳細は合同評価報告書を参照のこと。  

表 ２－４ カウンターパートの配置実績 

 担当分野 人数 

1 Director of PWCT 1 

2 Assistant Director of PWCT 1 

3 Secretary 1 

4 Director of Administration Department 1 

5 Director of Finance Department 1 

6 Manager of Workshop 1 

7 Store Keeper of Workshop 1 

8 Mechanician of Workshop 1 

9 Director of Residence 1 

10 Manager of Residence 1 

11 Course Coordinator 8 

合計 18 
注：2009 年 9 月時点。全員が PWCT 職員。 
 

  (2) 土地・施設・機材の貸与 
スーダン国政府より、PWCT の施設内に執務スペースとして日本人専門家執務室が提供

された。この室は PWC の施設内であることから、PWC 関係者や、PWCT 長やコーディネ

ーターを含むカウンターパートとのコミュニケーションが容易な環境であり、プロジェクト

実施の円滑化を図るうえでも大変効果的である。 
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  (3) 予算の配分 
PWCT の予算は、日本人専門家による予算策定の指導が行われ、下表の通り策定されて

いる。2009 年の予算については、PWC を通じて現在、財務省へ申請中である。 

表 ２－５ PWCT の予算案 

 2008 年案 2009 年案 2010 年案 

PWCT 150,000 SDG 479,340 SDG 1,121,088 SDG 
注：1USD=JPY89.98 円。1USD=2.26SDG。2009 年 10 月時点の JICA スーダン事務所レート参照。 

 

  (4) ワークショップ（作業施設）に係る費用 
PWCT は、2009 年 9 月の時点で、約 396,555 スーダンポンド（約 15,788,504 円）がワー

クショップ費として確保されている。〔1USD=JPY89.98 円。1USD=2.26 スーダンポンド

（SDG）。2009 年 10 月時点の JICA スーダン事務所為替レートによる。〕 

２－２ 活動の実績 

活動の実績は、主にグループディスカッションと聞き取り調査、及び、PO の当初計画と実際

の活動進捗により、計画された活動は概ね順調に進捗していることを確認した。一部、資機材調

達の遅れがあり、また 2009 年 10 月に実施予定だった試験的研修コース（水質分析）開催が 2010
年 2 月へ変更されるなどがあったが、プロジェクト側で対応がなされており、現在のところプロ

ジェクト活動の進捗に大きな支障はない。 

２－３ アウトプットの達成状況 

  (1) 成果 1：<PWCT が研修計画・実施能力を獲得する。> 
マニュアルや年間計画が PWCT 職員によって今後も継続的に更新・管理されれば、成果

1 は達成される見込みが高い。 

指標 1-1： プロジェクトでは、研修に係る評価方法や研修計画、実施運営に対するマニュ

アルを策定中である。 
指標 1-2： PWCT 職員は、年間計画やマニュアルの策定方法や更新方法を習得し、基幹コ

ース及びアドホックコースの一部のシラバス（カリキュラム）を第 2 版まで策

定済み。 
指標 1-3： OJT サイトとしてワークショップ（作業施設）が建設中である。 
指標 1-4： 講師に対する評価について、マニュアル及び評価シート（第 1 版）が策定され

ている。 
 

  (2) 成果 2：<PWCT が研修運営に必要な事務管理能力を獲得する。> 
研修センターの運営の基盤作りとして、規定類、職員の業務分掌、予算案、文書保管に

係る活動が概ね予定通り進められている。図書保管室が確定後、図書・文書管理能力の向上

や管理体制の構築がなされることで成果 2 は達成見込み。 

指標 2-1： プロジェクト活動 2-1 を通して、研修実施に係る規定や職員の業務分掌が策定
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済み。その他の規定類は現在草案中。 
指標 2-2： 基幹コースに必要な物品及び図書は暫定的に収納されており、保管室の整備が

予定されている。 
指標 2-3： 2008 年から 2010 年までの予算案が策定済み。 
指標 2-4： 経理に係る手続きは PWCT ではなく PWC の制度に準じているため、現状の成

果に適さない。よって、中間レビューにおいて指標の変更を提案した。 
 

  (3) 成果 3：<研修コースの試行的実施により改善点・教訓が抽出される。 
７つの基幹コースとアドホックコースが実施されており、「研修コース報告書」において

問題点を報告していることから指標 3-1 と指標 3-2 について概ね達成されている。 

抽出された問題点を研修実施にフィードバックする能力の向上が期待されるため、成果

３の内容の変更を提案した。 

指標 3-1： ７つの基幹コースとアドホックコースを実施済み。 
指標 3-2： 研修コース報告書において、抽出した問題点を記載済み。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

活動の進捗は概ね良好で各成果の達成度は高い。カウンターパートの研修計画及び運営能力は

向上しつつあり、日本人専門家による今後の継続的な支援により、３つの指標は達成可能である

と判断される。 

受講生による評価は、A から E までの５段階で行った上で、それぞれ A を 100 点、B を 80 点、

C を 50 点、D を 20 点、E を 0 点として加重平均点を算出した。評価結果を下表に示す。 

指標１： これまでに実施した 7 回の研修コースに対する受講生による評価結果は、コー

ス全体に対しては平均 90 点、講師に対しては平均 91 点となり、指標１（90 点

以上）を達成している。 
指標２： コース運営に関する評価は、宿舎に対しては平均 86 点、食事に対しては平均

76 点（指標２：90 点以上）。なお、コース運営に係るスーダン側カウンターパ

ートの関与度は平均 59％。 
指標３： 受講生の全員（135 名）が修了証書を受領している。今後、プロジェクトはよ

り明確な修了基準を設ける予定である。 
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表 ２－６ 研修コース全体の評価結果 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 平均

100 A 83 51 42 65 64 51 74

80 B 17 40 47 33 33 39 24

50 C 0 8 9 2 2 8 1

20 D 0 1 1 0 1 2 1

0 E 0 0 1 0 0 0 0

97 87 84 92 92 87 94 90

注：各回のAからEまでの数値は回答比率を示す。

評価

加重平均  
注：各回の A から E までの数値は回答比率を示す。 

表 ２－７ 講師に対する評価結果 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 平均

100 A 75 52 66 58 81 55 66

80 B 22 35 27 33 18 37 30

50 C 3 8 6 8 1 8 4

20 D 0 4 1 0 0 0 0

0 E 0 1 0 1 0 0 0

94 85 91 88 96 89 92 91

注：各回のAからEまでの数値は回答比率を示す。

評価

加重平均  
注：各回の A から E までの数値は回答比率を示す。 
 

表 ２－８ 宿泊に対する評価結果 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 平均

100 A 76 51 55 57 51 52 59

80 B 20 32 31 36 39 35 20

50 C 3 8 8 5 8 7 6

20 D 0 5 5 2 2 5 5

0 E 1 4 1 0 0 2 10

94 82 85 89 87 84 79 85

注：各回のAからEまでの数値は回答比率を示す。

評価

加重平均  
注：各回の A から E までの数値は回答比率を示す。 
 

表 ２－９ 食事に対する評価結果 

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 平均

100 A 65 30 36 36 24 35 44

80 B 30 48 48 37 29 39 29

50 C 5 13 8 18 20 23 1

20 D 0 9 8 4 17 4 1

0 E 0 4 0 6 10 0 1

92 77 80 75 61 78 68 76

注：各回のAからEまでの数値は回答比率を示す。

評価

加重平均  
注：各回の A から E までの数値は回答比率を示す。 
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２－５ プロジェクトの実施プロセス 

日本人専門家とカウンターパート（マネージャーレベル）とがプロジェクトの進捗確認につ

いて頻繁にコミュニケーションをとるなど、研修実施に係る運営・管理においても良い関係が構

築されていると考えられる。中間レビュー中に、試験的研修コース（組織管理：11 月 25 日から

29 日）の準備状況を視察したが、日本人専門家とカウンターパートの役割分担が明確で、コー

スコーディネーターだけでなく、マネージャーレベルのセンター職員も加わり自主的に開催準備

を行っていた。なお、コースコーディネーターは、作業チームを編成しチームワークによって課

題に取り組んでいることが確認された。 

モニタリングについては、モニタリングシートを作成し、コース、講師、および宿舎（食事

やサービス含む）の評価を行っている。これらに基づいて、試験的研修コース実施後は、日本人

専門家とカウンターパートの間で反省会が行われ、次期研修に活かすためのモニタリング体制が

確認された。なお研修実施後には、研修生による研修レポートが作成され、各州（受講者の州）

の SWC に報告されている。今後は、カウンターパート自らが改善点や教訓を導き出し、将来の

研修にフィードバックができる研修にすべく、日本人専門家による技術指導が行われる予定であ

る。 

合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）は、年に 2 回、これまでに合計 3 回開催

されている。今回の JCC では、進捗状況及び中間ビューの結果を共有した。次回の JCC は、2010
年 10 月の終了時評価調査時に開催することが予定されている。なお、組織管理コースについて

は、受講者が上位管理職員であるため、研修期間中に幹部職員間で情報交換する利点があること

が確認された。 
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第３章 評価５項目による評価結果 

本項では、妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の 5 つの観点（評価 5 項目）で評価

する。 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

  (1) スーダン国政策との一致 
PWC の政策アドバイザー1へのインタビューを通じ、スーダン国における給水政策状況に

ついて、次に述べる情報を得た。まず、「国家給水衛生政策（National Policy for Water Supply）」
については、最終案を策定中で 2009 年の 12 月に完成予定である。次に、2010 年の 2 月に

草案策定予定の「四半期戦略計画〔Quarter Century Strategic Plan（2007-2031）〕」ではスーダ

ン国内外の研修を通じた給水専門家育成の必要性が述べられている。そして、「国営水公社

5 カ年計画（PWC Five Year Plan 2007-2011）」では、PWC は州の技術者、水利地質や給水計

画、技術者および事務管理担当者の人材育成研修が計画されている。 

以上より、本プロジェクトはスーダン国の国家政策と整合性があるといえる。 

  (2) 日本 ODA 政策との一致 
日本政府は、ODA 白書「国別データブック」においてスーダン国に対する ODA の考え

方として平和の構築を支柱とし、我が国の対アフリカ外交の基軸であるアフリカ開発会議

（Tokyo International Conference on African Development：TICAD）プロセスにおいても平和

の定着を挙げている。ODA 中期戦略（2005 年 2 月）では、貧困削減のための戦略の一つに

「安全な水と衛生施設の供給」に重点を置くとしている。また、第 4 回アフリカ開発会議

（TICAD VI）の「横浜行動計画（2008 年 5 月 30 日）」“環境・気候変動問題への対処―2 節 
水と衛生”で、「有効な水資源管理」や「安全な水及び衛生施設へのアクセス」についての

支援促進がうたわれている。JICA 国別事業実施計画においても、現在ドラフト中であるが

「給水と衛生」が重点分野として挙げられている。従って、我が国の援助政策との整合性も

十分にあると判断される。 

  (3) 必要性 
スーダン国においては、地方の給水状況に関する基本情報の入手が難しく、適切な状況

把握が困難であるが、プロジェクトの地方調査や PWC が草案を策定中の「給水衛生戦略計

画」より、機材の老朽化による不適切な水質やアクセス、および不安定な供給サービスが主

な課題として挙げられている。本プロジェクトは、このようなスーダンの給水ニーズに一致

する。 

                                                        
1 PWC は現在、国家給水計画を策定しており、調査による課題の整理が実施中である。プロジェクトの「組織管理」コース

の講師でもある Hilal EL Fadil Ahmed 氏が PWC の政策アドバイザーでもある。PWC/PWCT 内では、政策文書を確認するこ

とが困難であったため、中間レビューではスーダン国政策策定状況について、Hilal 氏に個別インタビューを行った。 
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  (4) ターゲットグループ 
本中間レビューでの PWC 職員へのインタビューによって、過去 10 年間、スーダン国も

しくは国外において水利地質や給水計画専門家の育成に係る研修はほとんど実施されてい

なかった事実が判明した。PWCT は、スーダン国の給水人材を育成する中核となる研修セ

ンターとして設立されたが、実際にも本プロジェクトにおける試験的研修コースの実施から

さらに発展し研修センターとしての機能を同国側から期待されている。よって、本プロジェ

クトにおけるターゲットグループの選定は適切であるといえる。 

  (5) 手段としての適切性 
スーダン国における水源はほとんどが表流水か地下水である。本プロジェクトによって

実施された地方調査では、井戸の維持管理やリハビリテーションに関する問題点が多く見ら

れると報告された。なおスーダン国側からもプロジェクトのアドホックコースに、「井戸管

理」コースを追加する要望が強いという。また、本プロジェクトのニーズ調査により、文書

作成、機材・教材の管理、人事管理上の能力強化の必要性が明確になったことから、「組織

管理」コースを設置した。これらを総合し、研修コースの選定・設置は適切であると判断さ

れる。 

３－２ 有効性（予測） 

プロジェクトの有効性は高い。 

プロジェクト活動は順調に展開されており、進捗に大きな問題はない。 

スーダン側カウンターパートは、研修を実施する過程で、計画や評価及び運営・事務のノウハ

ウを習得するとともに高い満足感を示し、また、個々の活動でもチームワーク体制を構築するな

どの工夫が見られる。 

成果 1 と 2 の「研修計画・実施能力」と「研修運営・事務管理能力」の向上、及び、成果 3 の

「試行的研修の実施を通し、『改善点・教訓が抽出される』」は、プロジェクト目標（「PWCT が研

修実施体制を確立する」）に貢献している。また、成果 3（「問題解決の能力とフィードバック能

力が向上すること」）は、中間レビューにおいて、より具体的な目標に修正された。今後さらに現

実的な研修となることが期待される。３つの成果は、互いに関連しながらプロジェクト目標を達

成することが期待される。 

第２章２－３アウトプットの達成状況で記したとおり、研修実施、運営管理および評価に係る

活動において、予算案作成の過程でカウンターパートの高い関与があった。 

外部条件に変化はなく、現在の外部条件が満たされる可能性も高い。 

以上より、プロジェクト目標達成の可能性は高いと判断される。 

３－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

これまでのところ、３つの成果達成への阻害要因は見当たらない。研修事業の拠点となる PWCT
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における資機材の選定は、量、質、仕様の面で、プロジェクト活動を進める上で適切である。一

部の資機材の調達は遅れたものの、水質分析コースの時期を変更するなどの対処により、問題は

適切に解決された。今後はワークショップ（作業施設）が建設されることで、実践的な研修が実

施されることが期待される。 

PWC と PWCT が作業施設であるワークショップに対する費用を自主的に捻出している等、ス

ーダン側の投入も適切と言える。 

３－４ インパクト（予測） 

現在のスーダン国においては、安全管理上、日本人専門家がすべての州を訪問することに制限

があり、各州のベースラインとなる統計や地図など、適切な情報の入手が極めて困難である。こ

のような状況下で PWC は、国家給水政策立案のための調査を進めているが、問題分析や課題整

理はいまだ作業途中であり、本プロジェクトの上位目標である「スーダン国内の水供給が安定す

る」へ至る効果発現の判断は困難であった。よって、中間レビューでは、現実的な効果の発現が

見られるように、上位目標を「安定した水供給のための組織的能力の向上が促進される」と修正

した。 

なお、今までのところ、対象社会・ジェンダー、環境に対するマイナスの影響は見当たらない。

また、試験的研修コースに参加した 15 州水公社職員については、問題分析の必要性や組織管理に

対する問題意識が高まっていることが確認された。 

以上を総合すれば、本プロジェクトにおけるインパクトは概ね高いと予測される。  

３－５ 持続性の見込み 

本プロジェクトの持続性については、以下の観点から検証した。 

  (1) 政策・制度面 
現在のところ、スーダン国においては、2009 年 12 月に国家給水政策の草案策定が予定さ

れ、さらに 2010 年 2 月に国家給水戦略の草案が策定される予定である（PWC 政策アドバイ

ザーインタビューによる）。また、本プロジェクトにおいて、PWCT の「センター規定（第

２版）」が改定予定であり、PWCT の管理機能は政策・制度面からの支援体制が整いつつあ

ると言える。 

  (2) 予算面 
PWCT における年間予算計画は毎年策定されている。2010 年度の予算については、PWC

を通じて財務省へ申請中であり、今後も PWC の協力が期待される。各州の中には、PWCT
へ施設備品を寄付するなど、本プロジェクトに貢献しようとする取り組みも見られる。  

  (3) 技術面 
スーダン側カウンターパートは、研修実施や事務に係る知識及び管理方法を習得してい

ることが確認された。試験的研修の実施を通じ、スーダン側のオーナーシップが醸成されつ

つある。今後は、文書や資機材管理に係る管理能力を強化する活動が予定されている。  
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  (4) 社会・文化、環境面、その他 
社会・文化および環境面に対しての阻害要因は現在のところ確認されていない。 

以上の 4 つの観点を踏まえ、PWCT の運営及び研修実施に係るスーダン側のオーナーシ

ップがプロジェクト終了までに継続して確保されれば、持続性の確保は可能と見込まれる。 
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第４章 PDM の改定 

本プロジェクトでは、2008 年 7 月 15 日、2009 年 3 月 13 日および 2009 年 8 月 13 日に、PDM1、
PDM2、および PDM3 が改訂されている。中間レビューで改訂した内容は表 ４－１に示す。 

  (1) 上位目標とその指標を、プロジェクトの活動との関係がより明確になるように示し、か

つ、現実的なものとした。例えば、上位目標「スーダンの水供給が安定する（PDM3）」
については、PDM4 で「北部スーダンの水供給安定のための組織的能力向上が促進され

る。」に修正した。 
  (2) 問題点の評価分析及び改善することの重要性を勘案し、成果 3 について、研修の「問題

を抽出する」に「フィードバック」を加えた。 
  (3) 各指標がプロジェクト成果をより適確に表すように書きぶりを修正した。また、具体的

な数値や成果物を指標とした。 
 

表 ４－１ PDM3 から PDM4 への修正内容 

項目 修正内容 修正理由 

プロジェクトの要約 

ターゲットグル

ープ 
「国営水公社研修センター（PWCT）、水公社

(PWC)および州水公社(SWC)」に修正する。 
 

中間レビューにおいて、より明確で適切

なターゲットグループの選定とした。 

上位目標 「スーダンの水供給が安定する。」を「北部スー

ダンの水供給安定のための組織的能力向上が促

進される。」に修正する。 

上位目標はプロジェクト目標が達成され

た結果、発現する効果として、より現実

的で、プロジェクト目標との関係がわか

りやすい状態をあらわす表現に言い換え

た。 
 

アウトプット 3 「研修コースの試験的実施により改善点・教訓

が抽出される。」を「PWCT の、問題解決の能力

や研修コースにフィードバックする能力が向上

する。」 

カウンターパートは、問題や課題を抽出

するだけでなく、研修コース計画にフィ

ードバックする能力の向上が期待される

ため、より現状に即した新たなアウトプ

ットとして修正した。 
 

活動 活動 3-3「活動 3-1 で抽出した問題点を改善す

る。」 
アウトプット 3 の修正に基づき、新たな

活動を追加した。 
 

指標 

上位目標 指標 1「各州水公社（SWC）の中核となる職員 7
人以上の育成」に修正する。 
 
指標 2「研修コースの実施により抽出された教訓

を基にして策定された州の予算と共に更新され

た年間計画書（3－5 年間）」に修正する。 
 

上位目標の変更に伴い、より適確に表す

ような指標の書きぶりに修正した。 
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項目 修正内容 修正理由 

アウトプット 1 指標 1-1「80%以上の PWCT コースコーディネー

ターによる研修管理業務の割合」に修正する。 
 
指標 1-2「最低 3 基幹コースと 4 アドホックコー

スの年間計画、マニュアル、教材やシラバス」

に修正する。 
 
指標 1-3「研修サイト設置(PWCT ワークショッ

プ)」に修正する。 
 
指標 1-4「すべての研修コース講義に対する改善

された評価（方法や体制）」に修正する。 
 

指標 1-1 研修管理業務の評価結果は、よ

り明確に実証できる指標が提案され、修

正した。 
 
指標 1-2 は、指標としてより適切な表現

に言い換えた。 
 
指標 1-3 の「OJT サイト」とは“ワークシ

ョップ”（作業施設）として認識されてい

るため、現状に即し、修正した。 
 
指標 1-4 は、指標としてより適切な表現

に言い換えた。 
 

アウトプット 2 指標 2-1「活動 2 における改訂された PWCT ス

タッフの TOR や規定」に修正する。 
 
指標 2-2「改定された必要な書籍文書や教材に対

する適切な管理」に修正する。 
 
指標 2-3「PWCT 予算の適切な管理」に修正する。 
 
指標 2-4 は削除。 
 

指標 2-1 から 2-3 は、指標としてより適切

な表現に言い換えた。 
 
指標 2-4 は PWC/PWCT の現在の予算申請

のシステムには適さないため削除した。

PWCT の会計や予算申請は、PWC のシス

テムで行われている。 

アウトプット 3 指標 3-1「4 回以上の 3 基幹コースと 2 回以上の

アドホックコースの実施」 
 

アウトプット 3 の変更に伴い、新たな指

標が必要となり、指標 3－3 を追加した。 

 入手手段 

上位目標 1 「研修報告書」に修正する。 
2 「更新された年間計画書」に修正する。 

 

上位目標の指標の変更に伴いより適切な

入手手段に修正した。 

アウトプット 1 1-1 「研修報告書」に修正する。 
1-2 「年間計画書、教材、シラバス」に修正す

る。 
1-3 「ワークショップ（作業施設）の状況に修

正する。」 
1-4 「研修報告書」に修正する。 
 

アウトプット 1 の指標の変更に伴い、よ

り適切な入手手段に修正した。 

アウトプット 2 2-4 は削除。 アウトプット 2 の指標削除に伴い、入手

手段 2-4 を削除した。 
 

外部条件 

プロジェクト目

標 
プロジェクト期間中に研修に生かせる資機材が

PWCT に導入される。 
 

研修の資機材はプロジェクト期間中に必

要であることが確認され、修正した。 

活動 

アウトプット 1
の活動 

1-1-1「自治体が処理場を建設し維持管理してい

くための財務枠組みを提案する」を「自治体が

処理場を建設し維持管理していくための財務状

況改善案を提案する」に修正する。 
 

より適切な表現に言い換えた。 

 



 

－15－ 

第５章 結論 

本プロジェクトは内戦鎮静化後の援助再開一号案件であったため、プロジェクト開始当初は、

スーダン側実施機関と日本人専門家チームのお互いの情報が限られ、プロジェクト実施の方法や

内容についての議論が必要であった。しかしながら、双方の努力によりこれら初期の課題は概ね

解決済みで、活動の進捗状況は順調であることが確認された。 

これまでプロジェクトでは、7 つの研修コースの内 6 つを立ち上げており、受講生からの評価

も上々である。現状のまま進めていけば、プロジェクト目標の達成は十分可能であると考えられ

る。プロジェクトはスーダンのニーズを反映しており、スーダン及び我が国の政策とも合致して

いる。持続性については、PWC の予算確保と各州水公社（State Water Corporation：SWC）による

研修生派遣が継続し、併せて、研修センター運営及びコース実施に係るスーダン側のオーナーシ

ップが高まれば、確保されると考えられる。 
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第６章 提言及び教訓 

６－１ 提言 

  (1) 日本人専門家の不在期間においても、スーダン側カウンターパートが一層自立的に活動

を進めることが期待される。 
  (2) スーダン側コースコーディネーターの関与を現状以上に高めていくと同時に、意識の高

い若手カウンターパートを育成することが重要である。 
  (3) プロジェクトで作成されている各種文書や、教科書、教材の質を向上させ、指導をより

効果的なものとする必要がある。 
  (4) 各州の研修ニーズをよりきめ細やかに把握すると同時に、それらの情報を研修内容にフ

ィードバックする必要がある。 
 

６－２ 教訓 

  (1) ポストコンフリクト国におけるプロジェクトの再開 
プロジェクトの事前調査時は、援助再開直後であったこと、及び、地方部では依然安全

管理上の問題が残っていたこと等により、情報収集が困難であった。特に地方部における現

地調査が行えなかったことで、研修ニーズの把握が十分に行えなかった。プロジェクトの開

始以降もスーダン側による日本の技術協力スキームへの理解が不足していたため、専門家の

役割等について共通認識を得るための時間を要した。また、研修科目の決定がプロジェクト

開始以後にならざるを得なかったため、必要な機材の選定・調達にも時間を要した。  

スーダンのようなポストコンフリクト国においてプロジェクトを実施する際は、これら

情報収集の困難さや相手側の理解不足を考慮し、事前準備に十分な時間をかけることが望ま

しい。 

  (2) スーダン国の特殊性の考慮 
スーダンは米国による経済制裁を受けているため、軍事技術に転用可能な民生品の米国

からスーダンへの輸出は制限されている。スーダンで同様のプロジェクトを実施する際は、

このような特殊性を十分配慮して計画を策定する必要がある。例えば、本プロジェクトにお

いては GIS 用のソフト等がこれに当たるが、事前調査段階においてこの点が十分考慮され

ていたとは言い難く、同ソフトの入手には困難が伴った。 

同様の制裁下にあるキューバ、イラン等で事業を実施する場合にはこれら諸国の特殊性

を十分考慮して計画を策定することが望まれる。 
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第７章 団長所感 

情報や体制も未整備な中で開始された本プロジェクトは、これまでの活動の結果として、PWCT
をスーダンにおける給水人材の育成センターとして徐々に機能させ始めることに成功している。

これには専門家の努力に加え、スーダン側の貢献も少なくない。 

今後はプロジェクト目標の達成に向けて着実に活動を積み重ねるとともに、研修機関としての

機能をよりよく発揮させるため、持続性の確保を含めた様々な詰めが大切である。 

また、安全面等の留意点はあるが、次のステップを考える上で重要と思われるのは以下の点で

ある。 

  (1) 各地の給水事情および各層給水人材のキャパシティをより深く把握するとともに、必要

な研修をどのように供給していくかの全体的な方向付け 
  (2) 研修後のフォローと研修へのフィードバック 
 

以 上
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